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（法 22 条１項），業務停止命令（法 23 条１項），業務開始に係る禁止命令
（法 23 条の２第１項）の３つの行政処分を行っており，これらの行政処































































成 28 年版　特定商取引に関する法律の解説』（商事法務，2018 年。以下「特商法解説」
という。）47 頁。「特定商取引に関する法律等の施行について」（令和２年３月 31 日付け。
以下「通達」という。）６頁も同旨。




いて，勧誘目的不明示（法３条）とされた事例として，平成 27 年 10 月 22 日付け東京
都の業務停止命令。東京都「東京くらしWEB」，https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.
jp/torihiki/shobun/shobun151022.html（2021.1.9 最終閲覧）。
















（６） 　特商法解説 177 頁。通達 41 頁・11 頁も参照。
（７） 　齋藤雅弘＝池本誠司＝石戸谷豊『特定商取引法ハンドブック〔第６版〕』（日本評論社，
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税通則法 74 条の２第１項・同法 128 条２号）の場合，実力行使自体に関
する明文の規定がないため，実力行使をすれば法律の留保原則違反にな
るのではないか，という疑問が生じる。




















見解（東京地判昭和 61 年３月 31 日判時 1190 号 15 頁等），③全くの調査
を欠き又は公序良俗に反する方法で行政調査を行うなど重大な違法があ
る場合，当該調査に基づく処分の取消事由になるとする見解（大阪地判
平成２年４月 11 日判夕 730 号 90 頁等）に分類できる（12）。原則として行






務体系 25　行政争訟〔改訂版〕』（青林書院，2012 年）359-360 頁，大阪地判昭和 59 年
11 月 30 日判タ 564 号 227 頁。
（12） 　大島・前掲注８）103 頁〔大島義則〕，定塚誠編著『行政関係訴訟の実務』（商事法務，
2015 年）541 ～ 542 頁〔馬場俊宏〕参照。
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令和２年３月 27 日 TKC文献番号 25565430 も同旨），「弁明書の提出期限
は，予定されている処分の性質・内容，原因行為の態様等に照らし，処
分行政庁が合理的な裁量判断によって決すべき」と解するもの（名古屋




















































判平成 29 年１月 26 日（15）参照）。そのほかのＡ県側の反論として，③消
費者被害拡大の早急な防止の必要性から「公益上，緊急に不利益処分を
する必要」があり，弁明の機会の付与を省略すらできるケースであるか










判平成 29 年１月 26 日の原審である東京地判平成 28 年８月 30 日判時 2337 号 12 頁に
関する判例評釈である小舟賢「判批」甲南法務研究 14 巻 108 頁（2018 年）も，結論と
して「本件聴聞手続に瑕疵があったといわざるを得ない」と厳しく批判している。行
政法分野における適正手続を確保するための判例政策の確立が急務である。





















































（17） 　塩野・前掲注 10）295 頁。
（18） 　塩野・前掲注 10）348 頁。なお，４原則以外の手続違反に関して，この見解は，当
該手続の趣旨目的に照らして取消事由該当性を検討する見解を採用する（同頁）。

















　　 　〔設問１〕では法 16 条違反及び法 21 条１項柱書・同項７号違反が問題
となったが，Ｘ社の独自調査では法 16 条違反及び法 21 条１項柱書・同
項７号違反を否定する事実関係が出てきている。そのため，Ｘ社として




（19） 　定塚誠編著・前掲注 12）529 ～ 530 頁〔馬場俊宏〕。手続的瑕疵と処分の効力に関し
ては，大島・前掲注８）106 頁以下〔大島義則〕も参照。















































平成 23 年２月２日判タ 1357 号 87 頁があり，同裁判例では弁明書の内容
を考慮しなかったこと等を理由として業務停止命令が取り消されてい
る（22）。
（21） 　森英明「判解」最判解民事平成 18 年度（下）1160 頁，大島・前掲注８）88 頁〔大
島義則〕。
（22） 　判タ 1357 号 88 頁の匿名コメント。
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しても法 16 条違反及び法 21 条１項柱書・同項７号違反と判断される場
合であっても，２年間の業務停止期間は過剰であり，Ｘ社は比例原則違
反を理由に裁量権逸脱・濫用による違法を主張しうる。
以上
